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【要旨】 

少子化、人口減少が急速に進行している中、社会資本整備を支える現場の担い手・技能人材不足が懸念されて

おり、道路などの社会資本整備における施工時の生産性向上が急務となっている。解決方法の一つとして様々な

ICT の活用により建設生産システム全体の生産性向上を図ることが求められている。本研究では、品質管理を効

率化できる ICT 技術として加速度応答システムと衝撃加速度測定装置を取り上げ、道路路盤工における品質管理

を効率的に行なう手法などの提案を行うものである。 

R3 年度においては，実施工現場に加速度応答システムを適用した場合の課題点の把握や，衝撃加速度試験装置

と CBR 試験との関係について明らかにすることができた。 

しかし，近年の ICT 技術の目覚ましい発達により、施工現場における施工中の工程データを上記 2 種類以外の

様々な手法により多点的に取得可能となっているため、それらも活用し、路盤工のみではなく他工種における生

産性向上手法の開発を行うべく、本研究を中止し主要研究へと格上げを行うこととなった。 
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1.  はじめに 

少子化、人口減少が急速に進行している中、社会資

本整備を支える現場の担い手・技能人材不足が懸念さ

れており、道路などの社会資本整備における施工時の

生産性向上が急務となっている。解決方法の一つとし

て「インフラ分野の DX」や「i-Construction」などの

施策を推進し、様々な ICT の活用による建設生産シ

ステム全体の生産性向上を図ることが求められてい

る。 

振動式締固め機械に搭載される「加速度応答システ

ム」は、道路路盤工における締固め状況を施工と同時

に面的に取得できるシステムのため、効率的な品質管

理やデータを活用することによる供用後の点検や補修

の効率化を実現するシステムとして期待されている。 

また、路体、路床、改良路体の締固めについて、北

海道開発局では衝撃加速度測定装置を用いた品質管理

方法を品質管理基準の一つとして定めている。この方

法を路盤工へ適用拡大し、路盤の締固めについても品

質管理が可能となれば、迅速、簡易、安価で実用的な

品質管理方法の提案が可能となる。 

本研究では、品質管理を効率化できる ICT 技術と

して加速度応答システムと衝撃加速度測定装置を取り

上げ、道路路盤工における品質管理を効率的に行なう

ために必要な管理手法などの提案を行う。 

 

2.  加速度応答システムを活用した道路路盤工品質管

理手法の提案 

 

2.1 加速度応答システムの概要 

加速度応答システムとは、振動式締固め機械の振動

挙動が、接する地盤の固さ（地盤剛性）の影響を受け

ることを利用し、振動式締固め機の振動部に加速度計

を取り付け、その信号から地盤剛性を推定するシステ

ムのことである（図-1）。このシステムは 1980 年代頃

から研究が開始されており 1～4)、これまで各メーカな

どにおいて開発、実用化がなされてきている 5～7)。加

 

図-1  加速度応答システム 

ケース１ 
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速度応答システムの計測原理には、現在世界で主に表

-1 に示すようなものがあり 8)、それぞれのシステムか

ら出力される値も各システム固有な値となっている。 

前重点研究「路床及び路体の締固め状態を考慮した

道路舗装の設計・施工に関する研究（平 29～令 2）」に

おいて、特に道路路盤工では、現行の締固め品質管理

基準である路盤の密度と加速度応答システム出力値

（以下加速度応答値）に高い相関があり、締固め品質

管理に適用できる可能性があることが明らかになって

いる 9)。本重点研究では、実際の品質管理の手法を提

案するための検討を行うこととしている。R3 年度は、

実際の施工現場で加速度応答を使用し、データ収集し

た際に発生した課題点の整理を行った。 

 

2.2 実施工現場における課題点 

R3 年度は、国土交通省 ICT 導入協議会基準 WG が

行った現場試行（図-2）において、実現場にて加速度

応答システムを活用した際の課題点を整理した。整理

の結果 2 点が課題点として挙げられた。以下、その概

要と考えられる原因、対策等について述べる。 

 

密度との相関が悪い 

実施工現場にて加速度応答システムを活用した結果、

従来の品質管理基準である密度との相関が想定してい

たものより低いことが判明した。 

前重点研究にて得られた相関係数：0.9 程度 

今回実施工現場で得られた相関係数：0.6~0.8 程度 

（前重点研究のデータは土工実験施設土工ピットで

行った実験データである。） 

 この原因としては、路盤の下層である路床の影響を

計測していることが考えられる。すなわち、土工ピッ

トでの実験では、路床まで精緻に構築しているため、

その影響は計測されなかったが、実際の路床面には多

少のばらつきがあり、その影響を計測してしまった可

能性がある。 

 対策としては、まず実施工現場における路床のばら

つきを把握することと、土木学会振動締固めに関する

研究WGが提唱している 2層地盤への裁荷状態を表し

た式 10)（図-3）による下層の影響除去を行うことが考

えられる。今後は本計算式の検証実験を行い、式の整

合性検証を行いたい。 

 

相関確認試験に手間がかかる 

現場試行で行った手順では、加速度応答値の基準値

を決定するための相関試験を、本施工に使用する締固

め機械・材料を用いて現場毎に実施することになって

おり、これは今後品質管理要領化された時も実施され

る予定である。しかしながら本相関試験は非常に複雑

で手間がかかるものであり、簡略できれば現場での生

産性は大きく向上されると予想される。 

表-1 加速度応答計測原理種類8) 

 

 

図-2  現場試行の状況 

 

図-3  2層地盤への裁荷状態を表した式10) 
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実際欧州における加速度応答システムを用いた品質

管理要領では、このような相関確認試験を行わない手

法も存在する 11)。今後は、そのような手法の調査とと

もに、日本国内への適用について検討を行いたい。 

 

3.  衝撃加速度測定装置を活用した道路路盤工品質管

理手法の提案 

本項では、砂置換と同程度の測定精度を担保しつつ

より迅速に盛土の品質管理を行うことが可能な測定装

置である、国土交通省北海道開発局で開発した、衝撃

加速度測定装置を用い、路盤の締固めへの適用につい

て検討を行った。 

 

3.1 衝撃加速度を用いた品質管理 

本項で表記する衝撃加速度とは、物体を地面に自由

落下させたとき、地面に衝突してから静止するまでに

物体に働く負の加速度である。支持力が小さく軟弱な

地盤では、物体が衝突してから静止するまでの時間が

長く衝撃加速度は小さくなり、支持力が大きく強固な

地盤では、物体が衝突してから静止するまでの時間が

短く衝撃加速度

は大きくなる。衝

撃加速度による

品質管理手法は

この特徴を利用

したものであり、

あらかじめ室内

試験において現

場の基準である

締固め度に対応

する衝撃加速度

を求め現場で測

定した衝撃加速

度と比較するこ

とにより品質管

理するものである 12)。寒地土木研究所では、軽量で簡

易、迅速に衝撃加速度を測定できる測定装置（図-2.1）

を開発した。この測定装置は高さ 40 ㎝から重さ 4.5 ㎏

の重錘（以降ランマと称する）を自由落下させること

により、衝撃加速度を測定し、そのデータから密度や

一軸圧縮強さを推定できる。この方法は、北海道開発

局の盛土の品質管理手法の一つとして実際の現場に適

用されている 12)。 

 

3.2 これまでの研究で明らかになった課題 

既往の研究 13)～15)より、衝撃加速度を用いた路盤材料

（礫質土）に対する室内及び現場試験の結果は、図-2.2

に示すように乾燥密度と衝撃加速度に相関関係は認め

られるものの、同等の乾燥密度における衝撃加速度は

現場の方が小さかった 13)。当初、この問題は測定値の

バラつきに起因すると考え、測定装置に衝突板を装着

する改良をした結果、バラつきは軽減したが、本質的

な問題の解消には至らなかった 14)、15)。そこで本研究で

は、路盤の密度管理が CBR による強度管理の代替で

あることに着目し、CBR と衝撃加速度の関係について

検証を行った。 

 

待避場 ０回 ２回 ４回 ８回

2.5m 2.5m 2.5m 2.5m

待避場 ０回 ２回 ４回 ８回

2.5m 2.5m 2.5m 2.5m

待避場 ０回 ２回 ４回 ８回

2.5m 2.5m 2.5m 2.5m

Ａ（札幌）

Ｂ（恵庭）

Ｃ（苫小牧）

0.2m

×2層

図-2.3 試験フィールド施工概要 

※図中の回数はタンパ・ランマによる転圧回数である。 

図-2.1 測定装置 図-2.2 現場と室内の関係２） 
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3.3 CBR 試験と衝撃加速度の関係 

試験方法 

CBR と衝撃加速度の関係を確認する方法として、苫

小牧施工試験フィールド内に図-2.3 のように試験施

工を行い、CBR（JIS A 1211）、衝撃加速度 12)、乾燥密

度（JIS A 1214） を測定し、それぞれの関係を確認し

た。試験施工は幅1.0m延長10.0m深さ0.4mを掘削し、

仕上がり厚さを各 0.2m で 2 層となるよう埋め戻し、

敷均し、転圧を行った。転圧はタンパ・ランマを用い

転圧回数を延長 2.5m 毎に 0 回、2 回、4 回、8 回と変

えて施工した。本項で表記している転圧は、図-2.3に

示すとおりタンパ・ランマを用いて無理のない速度で、

かつ転圧部分が重ならないように施工することであり、

転圧回数 1 回は施工範囲を 1 回転圧したことを示す。

使用した路盤材は、札幌市、恵庭市及び苫小牧市で購

入した 3 種類とした。基本物性値を表-2.1、粒径加積

曲線を図-2.4に示す。 

 

試験結果および考察 

CBR、衝撃加速度及び乾燥密度は、転圧回数の増加に

伴い測定値が増加することを確認した。図-2.5 より、

CBR 及び乾燥密度と衝撃加速度の関係を確認したと

ころ、それぞれ相関係数が 0.79～1.0 という強い相関を

示した。また、CBR と衝撃加速度は材料の違いに関係

無く同じ比例関係にあり、相関係数 0.94 と強い相関を

示した。乾燥密度と衝撃加速度は材料ごとに強い相関

を示した。路盤材において、現場で転圧回数を変えな

図-2.5 衝撃加速度と各測定値 
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図-2.4 粒径加積曲線 

表-2.1 基本物性値 

写真-2.1 試験状況 
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がら試験施工を行い、衝撃加速度、CBR、乾燥密度を

測定した結果、衝撃加速度により CBR または、乾燥密

度の推定が可能と示唆された。このことから路盤の衝

撃加速度を用いた品質管理は、現場の転圧試験にて転

圧回数毎の衝撃加速度、CBR（乾燥密度）を測定し解

析することで可能になるのではないかと推測される。

今後、室内試験での衝撃加速度と CBR の関係を確認

することで、現在の密度による品質管理同様、衝撃加

速度による品質管理可能か検証を行う。また、路盤材

の違いよる差が少ないことから、今後試料数を増やし

解析を行い、下層路盤の目標値である CBR30%以上 16)

における衝撃加速度の測定値が回帰分析における予測

区間の範囲内であれば、試験施工なしの路盤の品質管

理手法の一つとなり得る可能性が示唆された。 

 

3.4 衝撃加速度測定値のバラつき低減について 

3.3で述べた CBR と衝撃加速度に関する検討では、

衝撃加速度測定値のバラつきは顕著ではなかった。し

かし、既往研究 14)、15)において、路盤材を測定した一部

の事例では、衝撃加速度測定値にバラつきが顕著に表

れ、その対策として衝突板（図-2.6）の使用が、検討

されている。既往研究 14)、15)より、衝突板を使用するこ

とで測定値のバラつきを軽減することが可能となった

が、試験を重ねた結果、衝突板が 2～3 ㎝程度飛び出し

て戻らない不具合が生じた（写真-2.2）。    

この不具合の原因は、衝突板の位置決めに使用して

いるネオプレンゴムが、劣化または弾性限界以上に伸

び戻らなくなったと考える。そこでこの不具合を解消

するために、ランマ本体に衝突板と同様の機能を持た

せた改良型ランマ（図-2.6）を考案、製作し、衝突板

の使用時と同じく測定値のバラつきが軽減可能か検証

することとした。試験方法は、改良型ランマを装着し

た衝撃加速度測定装置を用い 3.3.1と同じ試験フィー

ルドにて、1 箇所ごとに 10 点測定し、バラつきの指標

である変動係数を 10 点の標準偏差と平均から算出し

た。 

改良ありランマと改良なしランマによるバラつきに

ついて 1 箇所ごとの測定値に対する変動係数を図-2.7 

に示す。図-2.7より、改良なしランマに比べ、改良あ

りランマを使用した場合、変動係数の振れ幅が、改良

図-2.7 測定値のバラつき 
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図-2.6 改良型ランマ概要 

写真-2.2 衝突板の不具合 
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なしランマに比べ 6 割程度減少した。これは過年度の

研究成果 15)と同程度の軽減効果である。このことから、

改良型ランマを用いることにより、衝突板を用いた測

定と同様にバラつきを軽減することを可能とし、かつ

原因であったネオプレンゴムを必要としない構造にし

たので、不具合ついて解消することが可能となった。

今後、路盤材の品質管理における衝撃加速度の適用に

ついて検討を進める予定であるが、その中で測定値の

バラつきに起因する課題が生じた場合、この改良型ラ

ンマを使用することで解消可能と考える。 

 

3.5 衝撃加速度測定装置を活用した道路路盤工品質

管理手法の提案まとめ 

本研究では、以下のことがわかった。 

・路盤の締固めについて、衝撃加速度と CBR 及び乾燥

密度には強い相関があることを確認した。 

・現場における試験施工で、転圧回数を変えながら、

衝撃加速度、CBR 及び乾燥密度を測定することで、本

施工時に衝撃加速度により、CBR 及び乾燥密度の推定

が可能である。 

・CBR と衝撃加速度の相関関係では、路盤材の違いに

よる差が少ないので、下層路盤の目標値である

CBR30%以上 16)における衝撃加速度が推定可能となり、

試験施工なしの路盤の品質管理手法の一つとなり得る

可能性が示唆された。 

・改良型ランマは、路盤の測定において、衝突板を用

いた測定と同様にバラつきを軽減可能とした。 

 今後は、解析結果をもとに路盤の品質管理手法の提

案に向けて検討を行う。 

 

4.  今後の対応について 

本重点研究は、加速度応答システムおよび衝撃加速

度測定装置の活用による路盤工品質管理方法の高度化

を研究するものであり、R3 年度から開始し R3 年度で

は上述の成果が得られた。しかし、近年の ICT 技術の

目覚ましい発達により、施工現場において施工中の工

程データを上記 2 種類以外の様々な手法により多点的

に取得可能となっているため、それらも活用し、路盤

工のみではなく他工種における生産性向上手法の開発

行うべく、本研究を中止し主要研究へと格上げを行う

こととなった。今後は主要研究として継続して研究を

行う計画である。 
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Abstract: With the declining birthrate and declining population, there are concerns about a shortage of on-site leaders and 

skilled human resources to support social capital development, and there is an urgent need to improve productivity when 

constructing social capital development such as roads.  As one of the solutions, it is required to improve the productivity of 

the entire construction production system by utilizing various ICTs. In this research, we take up an acceleration response system 

and an impact acceleration measuring device as ICT technologies that can improve the efficiency of quality control, and propose 

management methods necessary for efficient quality control in road base construction. 

In FY2021, we were able to understand the problems when applying the acceleration response system to the construction site 

and clarify the relationship between the impact acceleration test equipment and the CBR test. 

However, due to the remarkable development of ICT technology in recent years, it has become possible to acquire process data 

during construction at a construction site from multiple points by various methods other than the above two types. In order to 

develop a productivity improvement method for other types of work, this research was canceled and upgraded to the main 

research. 
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